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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第３区分
【発行日】平成29年6月8日(2017.6.8)

【公開番号】特開2015-215852(P2015-215852A)
【公開日】平成27年12月3日(2015.12.3)
【年通号数】公開・登録公報2015-075
【出願番号】特願2014-99784(P2014-99784)
【国際特許分類】
   Ｇ０６Ｑ  30/02     (2012.01)
   Ｈ０４Ｍ  11/00     (2006.01)
   Ｇ０９Ｆ  19/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０６Ｑ   30/02     １５０　
   Ｈ０４Ｍ   11/00     ３０２　
   Ｇ０９Ｆ   19/00     　　　Ｚ

【手続補正書】
【提出日】平成29年4月21日(2017.4.21)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　広告主に関連付けられた識別情報を第１広告情報と共に広告媒体に掲載する識別情報掲
載手段と、
　前記識別情報に基づく架電先番号宛の架電を受け付ける架電受付手段と、
　前記架電を架電先電話機器へと接続する架電接続手段と、
　前記架電の架電元番号を取得する架電元番号取得手段と、
　前記架電元番号宛に第２広告情報を配信する広告情報配信手段と、
　前記広告主と前記識別情報との関連付けを解除して該広告主とは異なる他の広告主と前
記識別情報とを関連付ける関連付け変更手段と、を有する広告情報配信装置。
【請求項２】
　前記配信の可否を取得した架電元番号に基いて判断する配信可否判断手段を更に有し、
　前記広告情報配信手段は、前記配信可否判断手段が配信可と判断した場合に前記架電元
番号宛に前記第２の広告情報を配信する、請求項１に記載の広告情報配信装置。
【請求項３】
　前記配信可否判断手段はが、前記架電元番号が携帯電話番号である場合に配信可と判断
する、請求項１又は請求項２に記載の広告情報配信装置。
【請求項４】
　前記広告情報配信手段は、前記架電元番号の入手ルートによって異なる広告を配信する
、請求項１から請求項３のうちいずれか１項に記載の広告情報配信装置。
【請求項５】
　コンピュータを、
　広告主に関連付けられた識別情報を第１広告情報と共に広告媒体に掲載する識別情報掲
載手段、
　前記識別情報に基づく架電先番号宛の架電を受け付ける架電受付手段、
　前記架電を架電先電話機器へと接続する架電接続手段、
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　前記架電の架電元番号を取得する架電元番号取得手段、
　前記架電元番号宛に第２広告情報を配信する広告情報配信手段、
　前記広告主と前記識別情報との関連付けを解除して該広告主とは異なる他の広告主と前
記識別情報とを関連付ける関連付け変更手段、として機能させる広告情報配信プログラム
。
【請求項６】
　コンピュータにより実行される各工程が、
　広告主に関連付けられた識別情報を第１広告情報と共に広告媒体に掲載する識別情報掲
載工程と、
　前記識別情報に基づく架電先番号宛の架電を受け付ける架電受付工程と、
　前記架電を架電先電話機器へと接続する架電接続工程と、
　前記架電の架電元番号を取得する架電元番号取得工程と、
　前記架電元番号宛に第２広告情報を配信する広告情報配信工程と、
　前記広告主と前記識別情報との関連付けを解除して該広告主とは異なる他の広告主と前
記識別情報とを関連付ける関連付け変更工程、を有する広告情報配信方法。
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